
出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律の一部を改正する法律の施行に伴う法務省関係省令の整備に関する省令及び出入国管理及び難

民認定法別表第一の二の表の企業内転勤の項の下欄第二号に規定する公私の機関の基準を定める

省令案について（概要） 

 

令 和 ７ 年 ４ 月 

出 入 国 在 留 管 理 庁 

第１ 改正の趣旨 

出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す

る法律の一部を改正する法律（令和６年法律第６０号。以下「改正法」という。）の施行に伴い、

出入国管理及び難民認定法施行規則（昭和５６年法務省令第５４号）その他の関係省令について

所要の規定の整備を行うほか、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。以下「入

管法」という。）の規定に基づき、出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の企業内転勤の

項の下欄第二号に規定する公私の機関の基準を定める省令を制定するもの。 

 

第２ 改正等の概要 

 １ 出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う法務省関係省令の整備に関する省令の制定 

 （１）出入国管理及び難民認定法施行規則の一部改正 

ア 登録支援機関に係る規定について以下の改正を行う。 

   （ア）登録支援機関の登録の更新の申請は、登録の有効期間が満了する４か月前までに行

わなければならないこととする。 

   （イ）登録支援機関の登録の拒否事由である「支援業務を的確に遂行するための必要な体

制が整備されていない者」（入管法第１９条の２６第１項第１４号）として、次の者

を定めることとする。 

     ① 支援業務を行う事務所ごとに、常勤の役職員の中から支援責任者（過去３年以内

に法務大臣が告示で定める講習を修了した者に限る。）及び支援担当者（支援責任

者が兼ねることができる。）をそれぞれ１名以上選任していない者 

② 支援業務を行う事務所ごとに選任している支援担当者（支援責任者が兼ねること 

ができる。）の数が、当該支援業務に係る特定技能外国人の数を５０で除して得た

数を超えていない者 

     ③ 支援業務を行う事務所ごとに選任している支援担当者（支援責任者が兼ねること

ができる。）の数が、当該支援業務に係る特定技能所属機関の数を１０で除して得

た数を超えていない者 

     ④ 過去５年以内に、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格

をもって在留する中長期在留者の受入れ又は管理を一年以上行った実績があり、か

つ、その受入れ又は管理を適正に行った実績がある者であることに該当しない者 

     ⑤ 過去５年以内に入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格以

外の在留資格をもって在留する中長期在留者の受入れ又は管理を行ったことのあ

る者である場合は、その受入れ又は管理を適正に行っていた者であることに該当し

ない者 

     ⑥ 支援業務に係る実績及び費用の内訳等をインターネットを利用して公表するこ

と（インターネットを利用することが困難である場合には、これに代えて事務所内

の一般の閲覧に便利な場所に掲示すること。）としていない者 
     ⑦ 支援責任者又は支援担当者以外の者が支援業務を行うこととしている者 

     ⑧ 特定技能所属機関から委託を受けた支援業務を再委託することとしている者 

イ 入管法第６９条の２第１項の規定により出入国在留管理庁長官に委任された入管法 

第２２条の６に規定する権限を地方出入国在留管理局長に委任することを定めるなど永



住者の在留資格の取消しに伴う職権による在留資格の変更に係る所要の改正を行う。 

ウ 育成就労の在留資格に伴う在留期間を２年以内で法務大臣が定める期間とすること 

を定める。 

エ 育成就労の在留資格に係る在留資格認定証明書の交付の申請、育成就労の在留資格へ

の変更の申請に際し、育成就労計画認定通知書並びに年間の収入及び納税額に関する証

明書を提出しなければならないことなどを定める。 

オ 育成就労の在留資格に係る在留期間の更新の申請に際し、年間の収入及び納税額に関

する証明書並びに社会保険の加入状況並びに国民健康保険及び国民年金の保険料の納付

状況を証する文書を提出しなければならないことなどを定める。 

カ 「技能実習」を「育成就労」に改めるなどその他所要の改正を行う。 

  （２）出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令（平成２年法務省令  

第１６号）の一部改正 

ア 入管法別表第１の２の表の企業内転勤の項の下欄第２号に掲げる活動に係る入管法 

第７条第１項第２号の基準として、次の基準を定める。 

   （ア）本邦の事業所への転勤の直前に、外国の事業所において継続して１年以上技能、技

術又は知識を修得することができる業務に従事していたこと。 

   （イ）日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受けること。 

   （ウ）企業内転勤２号の在留資格をもって本邦に在留したことがある者は、企業内転勤２

号の在留資格をもって本邦に在留した期間の合計が１年を超えないこと。 

イ 入管法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動に係る入管法第 

７条第１項第２号の基準のうち、２号技能実習を良好に修了している者であって、技能

実習において修得等した技能等が特定技能の業務において要する技能と関連性が認めら

れる場合には、技能及び日本語能力の試験に合格していることを要しないとする旨の規

定を削除する。 

ウ 入管法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第２号に掲げる活動に係る入管法第７

条第１項第２号の基準は、特定技能２号の在留資格をもって在留するために必要な日本

語能力を有していることとする。 

エ 入管法別表第１の２の表の介護の項の下欄に掲げる活動に係る入管法第７条第１項第

２号の基準のうち技能実習により修得等した技能等の本国への移転に努めるものと認め

られることとする旨の要件を削除する。 

オ 入管法別表第１の２の表の育成就労の項の下欄に掲げる活動に係る入管法第７条第１

項第２号の基準として、育成就労計画について外国人の育成就労の適正な実施及び育成

就労外国人の保護に関する法律に規定する認定を受けていることを定めるなどその他所

要の改正を行う。 

  （３）特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令（平成３１   

年法務省令第５号）の一部改正 

ア 入管法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合一号特定技能外国人支援

計画の適正な実施の確保に係るものについて、次の要件を定めるものとする。 
（ア）過去２年間に入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格をもって

在留する中長期在留者の受入れ又は管理を適正に行った実績があり、かつ、外国人に特

定技能雇用契約に基づく活動をさせる事業所ごとに、常勤の役職員の中から、支援責任

者（過去３年以内に法務大臣が告示で定める講習を修了したなどの者に限る。）及び支

援担当者（支援責任者が兼ねることができる。）をそれぞれ１名以上選任していること

などに該当すること。 

（イ）外国人に特定技能雇用契約に基づく活動をさせる事業所ごとに選任している支援担当

者（支援責任者が兼ねることができる。）の数が、支援に係る１号特定技能外国人の数

を５０で除して得た数を超えていること。 

イ １号特定技能外国人支援計画の内容に、特定技能１号の在留資格をもって在留する者

が特定技能２号の在留資格への変更を希望する場合に必要な支援を行うことを追加する。 



ウ 「技能実習」を「育成就労」に改めるなどその他所要の改正を行う。 

  （４）附則 

入管法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動に係る入管法第７

条第１項第２号の基準について、上記（２）イの改正にかかわらず、当分の間、２号技能

実習を良好に修了している者であって、技能実習において修得等した技能等が特定技能の

業務において要する技能と関連性が認められる場合には、技能及び日本語能力の試験に合

格していることを要しない旨の経過規定等を定める。 

 

 ２ 出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の企業内転勤の項の下欄第二号に規定する公

私の機関の基準を定める省令の制定 

入管法別表第１の２の表の企業内転勤の項の下欄第２号に規定する公私の機関の基準とし

て、次の基準を定める。 

（１）常勤の職員（外国にある事業所の常勤の職員及び企業内転勤の項の下欄第２号に規定す

る活動を行っている者を除く。）の総数が２０人以上であること。 

（２）公私の機関の本邦にある事業所において企業内転勤の項の下欄第２号に規定する活動を

行っている者の数が、当該公私の機関の常勤の職員の総数の２０分の１を超えないこと。 

 

第３ 根拠条項 

入管法第２条の２第３項、第２条の５第３項、第１９条の２４第１項、第１９条の２６第１項

第１４号、第２０条第２項、第２１条第２項、第２２条の６、第６９条の２第２項、別表第１の

２の表の企業内転勤の項の下欄等 

 

第４ 今後の予定 

施行期日：改正法の施行日（令和９年４月１日） 


